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補助対象経費・対象外経費 

   

区分 補助対象経費 経費内容 

創 業 時

準 備 経

費 

人件費 本補助対象事業に直接従事する従業員（パート及びアルバイト

を含む。）に対する給与（賞与及び諸手当を含む。）及び賃金 

 

※対象とならない経費 

（１）法人の場合は、代表者及び役員（監査役、会計参与を含

む。）の人件費 

（２）個人事業主の場合は、本人及び個人事業主と生計を一に

する三親等以内の親族の人件費 

（３）雇用主が負担する社会保険料、労働保険料等の法定福利

費 

（４）食事手当、レクリエーション手当等の飲食、娯楽に当た

る手当 

（５）通勤手当及び交通費に含まれる消費税及び地方消費税相

当額 

 

 事業費 水俣市内での開業又は法人設立に伴う司法書士・行政書士等に

支払う申請資料作成経費 

 

※対象とならない経費 

（１）商号の登記、会社設立登記・廃業登記・登記事項変更等

に係る登録免許税 

（２）定款認証料及び収入印紙代 

（３）その他官公署へ対する各種証明類取得費用 

 

 設備費 （１）水俣市内の事業所の開設に伴う外装工事・内装工事費用

（住居兼事業所については、事業所専有部分に係るもののみ。） 

（２）水俣市内の事業所で使用する機械装置・工具・器具・備

品の調達費用 

（３）水俣市内の事業所で本補助対象事業にのみ使用する固定

電話機・FAX 機の調達費用 

（４）本補助対象事業にのみ使用する特定業務用ソフトウェア

の購入費・ライセンス費用 

 

※対象とならない経費 

（１）消耗品 

（２）中古品購入費 

（３）不動産の購入費 

（４）車両の購入費（リース及びレンタルを除く。） 

（５）はん用性が高く、使用目的が本補助事業の遂行に必要な

ものと特定できない物の調達費用（パソコン、カメラ等） 

（６）建物本体に影響を与える増築工事、改築工事、外構工事

等 

（７）家庭用及び一般事務用ソフトウェアの購入費、ライセン

ス費用 
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 原材料費 試供品・サンプル品の製作に係る経費（原材料費）として明確

に特定できるもの（補助金の申請年度内に使用するものに限

る。） 

 

※対象とならない経費 

（１）試供品、サンプル品の製作に係る経費として明確に特定

できないもの 

（２）主として販売のための原材料仕入れ・商品仕入れとみな

されるもの 

 

 

 知的財産権等

関連経費 

（１）本補助対象事業と密接に関連し、その実施に当たり必要

となる特許権等（実用新案、意匠及び商標を含む。）の取得に要

する弁理士費用 

（２）外国特許出願のための翻訳料 

（３）外国の特許庁に納付する出願手数料 

（４）先行技術の調査に係る費用 

（５）国際調査手数料 

（６）国際予備審査手数料 

 

※対象とならない経費 

（１）他社からの知的財産権等の買取り費用 

（２）日本の特許庁に納付される出願手数料等（出願料、審査

請求料、特許料等） 

（３）拒絶査定に対する審判請求又は訴訟を行う場合に要する

経費 

（４）外部の者と共同で申請を行う場合の経費 

（５）本補助対象事業と密接な関連のない知的財産権等の取得

に関連する経費 

（６）他の制度により知的財産権の取得について補助等の支援

を受けている場合の当該経費 

 

 

 謝金 本補助対象事業実施のために依頼した専門家等に支払われる経

費 

 

※対象とならない経費 

本補助金に関する書類作成代行費用 

 

 

 マーケティン

グ調査費 

（自社で行う

調査に係る費

用） 

（１）市場調査費、市場調査に要する郵送料・メール便等の実

費 

（２）調査に必要な派遣・役務等の契約による外部人材の費用 

 

※対象とならない経費 

（１）切手の購入費用 

（２）調査の実施に伴う記念品代、謝礼等 
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 広報費（自社

で行う広報に

係る費用） 

（１）販路開拓に係る広告宣伝費、パンフレット印刷費及び展

示会出展費用 

（２）宣伝に必要な派遣・役務等の契約による外部人材の費用 

（３）ダイレクトメールの郵送料・メール便等の実費 

（４）販路開拓に係る無料事業説明会開催等の費用 

（５）広報又は宣伝のための見本品及び展示品（商品・製品版

と表示及び形状が明確に異なるものに限る。）の購入費 

 

※対象とならない経費 

（１）切手の購入費用 

（２）本補助対象事業と関係のない活動に係る広報費（補助対

象事業に係る広報費と限定できないもの） 

 

 外注費 事業遂行に必要な業務の一部を第三者に外注（請負）するため

に支払われる経費（他のいずれの補助対象経費にも該当しない

ものに限る。） 

 

※対象とならない経費 

（１）販売用商品（有償で貸与するものを含む。）の製造及び開

発の外注に係る全部又は一部の費用 

（２）ゲーム・コンテンツ・機能を WEB 上で提供し、それを利

用する顧客へのサービスの提供・課金が WEB 上で完結する WEB

サイトの製作を外注する経費 

 

 委託費 事業遂行に必要な業務の一部を第三者に委託（委任）するため

に支払われる経費 

 

※対象とならない経費 

販売用商品（有償で貸与するものを含む。）の製造委託及び開発

委託に係る全部又は一部の費用 

 その他 ※対象とならない経費 

（１）求人広告費 

（２）通信運搬費及び光熱水費 

（３）プリペイドカード、商品券等の金券の購入費 

（４）事務用品・日用衣類・食器等の消耗品の購入費 

（５）雑誌購読料、新聞代及び書籍代 

（６）団体等の会費、フランチャイズ契約に伴う加盟料及び一

括広告費 

（７）本人及び従業員のスキルアップ又は能力開発のための研

修参加に係る費用 

（８）飲食、奢偧、遊興、娯楽及び接待の費用 

（９）自動車等車両の修理費・車検費用 

（１０）税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士

等に支払う費用及び訴訟等のための弁護士費用 

（１１）公租公課 

（１２）各種保険料 

（１３）振込手数料及び代引き手数料 

（１４）借入金等の支払利息及び遅延損害金 

（１５）他の事業との明確な区別が困難である経費 

（１６）公的な資金の使途として社会通念上、不適切な経費 
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事 業 所

借入費 

事業所借入費 事業所の借入れに要する経費（敷金、礼金、駐車場費、共益費

等を除く賃貸借契約上の月額賃借料。住居兼事業所については、

事業所専有部分に係るもののみ。） 

 

※対象とならない経費 

（１）事業所の賃貸契約に係る敷金、礼金、保証金等 

（２）事業に直接関係のない店舗、事務所及び駐車場の賃借料 

（３）火災保険料及び地震保険料 

（４）本人又は三親等以内の親族が所有する不動産等に係る事

業所借入費 

（５）第三者に貸与する部屋等の賃借料 

 


